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平成平成平成平成 22227777 年度長野県教育委員会年度長野県教育委員会年度長野県教育委員会年度長野県教育委員会基本基本基本基本方針方針方針方針    
    

長野県教育委員会基本方針は、第２次長野県教育振興基本計画に基づき、各年度において長野県教育委員

会が取り組む主要な施策を明らかにするものです。    
    

第１第１第１第１    第２次第２次第２次第２次長野県長野県長野県長野県教育振興基本計画の推進教育振興基本計画の推進教育振興基本計画の推進教育振興基本計画の推進                                             
 

少子高齢化や本格的な人口減少時代の到来、社会のグローバル化や情報化のさらなる進展など、教育を

取り巻く環境が変化し新たな課題が明らかになるなか、平成25年３月に、本県の教育政策の方向性を示す

ため、「第２次長野県教育振興基本計画」（以下「第２次計画」という。）を策定しました。 

第２次計画では、おおむね 20 年後の長野県を見すえ、長期的な教育振興の方向性を示した基本理念と、

今後５年間の政策推進の基本目標を掲げています。 

この基本目標の実現に向け、特に重点的に取り組む８項目の施策を明示するとともに、県民の皆様と理

念を共有して維持・充実していきたい長野県らしい具体的な教育の姿「信州教育スタンダード」を提案し、

具体的な施策を推進しています。 

平成27年度は、計画期間の折返点を迎えることから、成果をあげることにさらにこだわりを持って、目

標達成に向けて施策を推進します。 
 
≪第２次長野県教育振興基本計画の概要≫ （計画期間：平成25年度～29年度） 
 
【長期的な教育振興の方向】 

１ 基本理念  「一人ひとりの学びが生きる教育立県“信州”の創造」 

２ 私たちがめざす「未来の信州教育」の姿 

(1) 人間力を養う教育     (2) 楽しく安全・安心な学び舎 (3) 自然の中でたくましく成長 

(4) 個性を輝かせる子どもたち (5) 常に学び自ら活かす社会  (6) 人生を彩る感動との出会い 

【基本計画（今後５年間の施策）】 

 １ 基本目標   Ⅰ 知・徳・体が調和し、社会的に自立した人間の育成 

          Ⅱ 多様性を認め、共に生きる社会の実現 

          Ⅲ 社会全体で共に育み共に学ぶ教育の推進 
 
 ２ 重点的な施策と「信州教育スタンダード」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 施策の展開 ※施策体系（８ページ体系図参照）に基づき実施 
    

○重点的な施策（８項目） 

・学力・体力の向上       ・キャリア教育の推進    ・高等教育の充実 

・地域に開かれた多様な公立学校 ・教員の資質能力向上    ・いじめ・不登校対策 

・特別支援教育の充実      ・スポーツの振興 

○信州教育スタンダード（維持・充実・実現したい信州らしい具体的な教育の姿） 

＜維持したい教育の伝統＞ 

・信州の自然や特色を生かした体験学習 

・県歌「信濃の国」や地域の歌を学校で歌う 

・子どもたちが地域の行事に参加 

・活発な公民館活動 

＜充実したい教育活動＞ 

・小・中学校30人規模学級(35人以下学級)編制 

・冬季アスリート発掘・育成「ＳＷＡＮプロジェクト」 

＜実現したい教育目標＞ 

・長野県オリジナル「運動プログラム」の普及 

・すべての高校生（全日制）の就業体験活動 

・オリジナル指導資料「信州Basic」の普及 

・長野県らしい特別支援教育の地域化 

・各地域で通学合宿の活発化 

資料３－１ 
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第２第２第２第２    平成平成平成平成 27272727 年度年度年度年度    重点重点重点重点施策施策施策施策                                                                            
 

 重点施策  ３つの柱（施策）と推進体制づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１１１    学力学力学力学力の向上の向上の向上の向上     

 

 

 

     

 

 

 

    

《主な施策》 

(1) 確かな学力を伸ばす教育の充実 

○ 小・中学校における 30 人規模学級（35 人以下学級）編制など、児童生徒一人ひとりに応じたきめ

細かな指導を行うことにより、学習習慣・生活習慣の確立と基礎学力の定着を図ります。 

○ グローバル化の進行など社会変化の激しい時代の中で必要になる、基礎的・基本的な知識・技能、

それを活用する力、コミュニケーション力等、子どもが自ら未来を切り拓いていく21世紀型の学力を

伸ばす取組を行います。 

○ 児童生徒が知識・技能を活用して、自ら考え、判断し、表現する力を育み、「伸びる力」をより伸ば

すために、授業をはじめとした教育活動全般の充実を支援します。 

○ 授業と関連させた予習・復習となるよう家庭学習・補充学習の改善を、家庭や地域と一体となって

推進し、学力向上を図ります。 

信州教育の推進体制づくり信州教育の推進体制づくり信州教育の推進体制づくり信州教育の推進体制づくり        

（３つの重点施策の推進に当たり基盤となる取組）（３つの重点施策の推進に当たり基盤となる取組）（３つの重点施策の推進に当たり基盤となる取組）（３つの重点施策の推進に当たり基盤となる取組）    

 

 

    

    

平成２６年度全国学力・学習状況調査において、小学校では国語Ａが全国平均を下回ったものの

他は全国平均を上回り、概ね良好な結果となりました。他方、中学校では国語Ａが全国平均を上回

り数学Ａも全国平均程度となりましたが、国語Ｂ、数学Ｂは依然として全国平均を下回る結果とな

りました。 

そこで、引き続き中学校に重点を置き、基礎的・基本的な知識・技能、それらを活用する力を身

に付け、学力の向上を図るために、重点的に施策を実施します。 

さらに、グローバル化する社会の中で、信州に根ざし世界に通じる人材を育成する「21 世紀型

教育」を推進します。 

学力の向上学力の向上学力の向上学力の向上    

すべての子どもの学びの保障すべての子どもの学びの保障すべての子どもの学びの保障すべての子どもの学びの保障    

 

 

 

 

 

いじめを許さない学校づくり 

特別支援教育の充実 

困難や悩みを抱える児童生徒への支援 

教育行政の推進体制の整備 教育環境の維持改善 

体力向上と体力向上と体力向上と体力向上と    

スポーツの振興スポーツの振興スポーツの振興スポーツの振興    

教育に関わる多様な主体 

との連携・協力 
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(2) 信州に根ざし世界につながる力の育成 

○ グローバル時代に対応した、信州に根ざし世界に通じる人材の育成を図ります。 

○ 小学校外国語活動の充実と、小学校での外国語活動を踏まえた中学校英語の指導改善を進め、児童

生徒の英語によるコミュニケーション能力の向上を図ります。 

○ 高校生の英語コミュニケーション能力を充実させるために、英語担当教員の指導力向上等に取り組

みます。 

○ 国際理解の推進や児童生徒のコミュニケーション能力の育成のため、生徒の海外留学、海外からの

教育旅行受け入れ、交流活動等を促進します。 

○ 情報化が進展する中、ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した教育の充実に努め、児童生徒が、学習に

必要な情報を主体的に収集・選択・活用できるように、情報活用能力の向上を図ります。 

○ 児童生徒がふるさとに誇りと愛情を持ち大切にする心情を育む「信州学」を推進します。 

○ 「長野県キャリア教育支援センター」を核としてキャリア教育を推進するための産学官の連携を図

るとともに、各市町村に構築されたプラットフォームを活用した各小中学校のキャリア教育を支える

取組を引き続き支援します。 

○ 児童生徒の科学や自然に対する興味・関心を高めるとともに、理数学力の一層の伸長を図る取組を

行います。 

    

２２２２    すべての子どもの学びの保障すべての子どもの学びの保障すべての子どもの学びの保障すべての子どもの学びの保障        
 

【いじめを許さない学校づくり】 

 

 

 

    

《主な施策》 

○ 長野県いじめ防止等のための基本的な方針に基づく施策を推進するとともに、児童生徒、保護者等

が安心して相談できる体制の充実を図ります。 

○ インターネットによるいじめの防止等のため、学校・保護者間の連携協力を促進します。 

○ いじめ防止の重要性、相談制度等について啓発活動を実施するとともに、児童生徒の理解を深める

ための資料等を作成します。 

○ 児童生徒の自己肯定感を育むとともに、いじめを自らの問題として捉え、いじめの未然防止に主体

的に取り組むことができるよう、意識を高める取組を実施します。 

○ 県立学校の児童生徒に重大事態が発生した場合には、調査組織を設けて調査を行います。 

 

【特別支援教育の充実】 

 

 

 

 

 依然として深刻な社会問題であるいじめ問題を克服し、子どもたちが安心して学校生活を送ること

ができるよう、本年３月に「長野県いじめ防止対策推進条例」を制定しました。 

この条例の制定を契機として、いじめの未然防止、早期発見、いじめへの対処のための対策をさら

に推進します。 

 小・中・高等学校における発達障がいのある児童生徒の増加や、特別支援学校における児童生徒の

過密化解消及び障がいの重度・重複化、多様化への対応が喫緊の課題となっていることから、教員の

増員や専門性の向上を図るとともに、特別支援学校の教育環境の整備を計画的に進めるなど教育環境

の充実を図ります。 
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《主な施策》 

○ 発達障がいのある児童生徒も含めて誰もがわかる・できる授業の実践を促進するとともに、研修等

を通じて教員の専門性の向上を図ります。 

○ 特別な支援を必要とする児童生徒が、通常の学級を基盤に一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切

な支援を受けられるよう、通級指導教室を増設し、教育環境の充実を進めます。 

○ 特別支援教育コーディネーターを中心に福祉・医療等の関係機関と連携し、校内支援体制の充実を

図ります。 

○ 特別支援学校の自立活動担当教員を引き続き増員し自立活動を充実させるとともに、地域における

特別支援教育のセンター的機能を発揮し巡回支援を行うなど、適切な指導・支援を保障できる体制を

構築します。 

○ 福祉・医療等の関係機関と連携を図りつつ、就学前からの一貫した教育相談にかかわる関係者の専

門性の向上を図ります。 

○ 支援を必要とする児童生徒が、自立と社会参加に向けてできる限り身近な地域で、同年代の友と共

に学ぶことができる体制づくりを進めます。 

○ 特別支援学校高等部生の一般企業等への就労率向上を図るため就労コーディネーターを配置し、職

場実習及び就労先の企業開拓や関係機関との連携を図り、生徒の就労支援体制を強化します。 

 

【困難や悩みを抱える児童生徒への支援】 

 

 

 

 

 

 

《主な施策》 

○ 家庭の経済状況等に関わらず、意欲・能力のある者の学習機会の保障を図ります。 

○ スクールカウンセラーの配置を拡充するとともに、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワ

ーカーを活用した実践的な教員研修を行うなど、学校における相談・支援体制を充実します。 

○ 「学校生活相談センター」を設置し、臨床心理士の配置や24時間電話対応により児童生徒の悩みを

解決する電話相談体制を充実します。 

○ 子ども達が性被害の被害者にも、また加害者にもならないようにするため、必要に応じて学校外の

人材を効果的に活用するなど、学校における指導の充実を図ります。 

 

３３３３    体力向上とスポーツの振興体力向上とスポーツの振興体力向上とスポーツの振興体力向上とスポーツの振興        
    
    

    

    

    

    

    

本県の小・中学校の児童生徒の体力・運動能力は、ここ数年わずかに上昇傾向にあるものの、全

国平均と比較すると、依然、中学生女子は低い水準となっています。就学前から運動がきらい・苦

手とする子どもの増加や、運動する児童生徒としない児童生徒の二極化も進んでいることから、体

力・運動能力の向上と運動好きな子どもを増やすための取組を重点的に実施します。 

 経済的理由や家庭環境等による進学機会や学力の差が、その後の就労・所得の格差にもつながり、

世代をまたがる格差の再生産・固定化につながるとの指摘もあることから、経済的な制約等に関わら

ず、学ぶ意思のある人誰もが必要な教育の機会を得ることができる環境づくりを進めます。 

また、不登校など学校生活における様々な悩みを抱える児童生徒の心に寄り添う支援体制を充実し

ます。 
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《主な施策》 

 (1) 健康づくり・体力の向上 

○ 平成26年度に開発した幼児期を対象とした運動プログラムの活用を促し、幼児期から楽しみながら

体を動かして遊ぶ習慣の定着を図り、運動好きな児童生徒を増やします。 

○ 「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」の分析結果を踏まえた「体力向上プラン」を策定し、Ｐ

ＤＣＡサイクルによる取組を進めるとともに、体育授業の改善や１校１運動の実施、長野県版運動プ

ログラムの活用等を通じて、体力・運動能力の向上を図ります。 

○ 「中学生期のスポーツ活動指針」を踏まえ、中学校等で行われるスポーツ活動が適切で効果的な活

動として実施されるよう、中学校や市町村教育委員会等に対し指導・助言を行います。 

○ 子どもたちに食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身に付けさせ、心身ともに健全な発達を促

すため、食育推進の中核となる栄養教諭の配置を拡充するとともに、資質の向上を図る研修を行いま

す。 

○ 子どもたちの豊かな人間性を育むとともに、健康の保持増進、体力の向上を図るため、豊かな自然

や歴史・文化を生かした体験学習を推進します。 

 

(2) スポーツの振興 

○ 県民一人一人がその自発性のもとに、年齢や性別、障がいの有無等を問わず、各々の関心や適性等

に応じて、日常的にスポーツに親しみ、スポーツを楽しみ、又はスポーツを支える活動に参画できる

環境づくりを進めます。 

○ 国際舞台や全国大会における本県選手の活躍は、県民に夢や感動をもたらすとともに、スポーツへ

の関心や参加意欲を高め、社会に活力を生み出す原動力にもなっていることから、競技団体が行う本

県選手の競技力の向上を支援します。 

○ 平成29年に本県で開催される第72回国民体育大会冬季大会の開催に向け、競技力の向上を図る特

別強化に取り組むとともに、白馬ジャンプ競技場の大規模改修を行います。 

○ 「武道振興施設のあり方に関する報告書」（平成27年１月）を踏まえ、県立武道館の機能、規模及

び運営方法等の基本構想を検討するほか、県営野球場について必要な改修工事を実施します。 

○ スポーツは体力向上や健康の保持増進のみならず、交流の促進や地域の一体感の醸成など、信州の

元気づくりを牽引するものであり、スポーツの多面にわたる役割を活用する取組を進めます。 

    

◆◆◆◆    信州教育の信州教育の信州教育の信州教育の推進体制づくり推進体制づくり推進体制づくり推進体制づくり        

 

 

 

 

 

子ども達がその個性や能力を伸ばせるよう、質の高い教育を提供していくための体制づくりとし

て、「信州教育の信頼回復に向けた行動計画」に基づく施策や、地域住民とともに学校運営にあたる

信州型コミュニティスクールを推進するとともに、高等学校の再編に伴う施設整備や老朽化した校

舎の改修などの教育環境の維持改善等に取り組みます。 

また、子どもたちが食に関する正しい知識や望ましい食習慣を身につけられるようにするため、

家庭・地域との連携のもと、学校における食育を一層推進します。 

さらに、県民誰もが気軽にスポーツに取り組める環境の整備や、夢や感動をもたらしスポーツへ

の関心を高める競技力の向上にも重点的に取り組むとともに、スポーツの持つ多面的な役割を活用

し地域を元気にする「スポーツを通じた元気な信州づくり」を推進します。 
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《主な施策》 

【教育行政の推進体制の整備】 

○ 県教育委員会のコンプライアンス体制の運用や「長野県教員研修体系」に基づいた教員研修の実施、

匿名性を担保した授業評価・学校評価の実施など、「信州教育の信頼回復に向けた行動計画」に基づく

施策を着実に推進します。 

○ 教育への情熱や教育者としての使命感と責任感を持ち、地域の方々と連携・協働する信州に根ざし

た教員を確保するため、社会人選考や特別選考等の多様な経験を評価する視点や民間人面接官起用な

どによる人物重視の幅広い視点での教員採用選考を実施します。 

○ 県費負担教職員の人事について、教職員が地域に根ざした教育を実践できるよう制度の見直しに取

り組みます。 

○ 全国的な水準よりも充実している 30 人規模学級編制等の教員配置について今後も維持していくと

ともに、少人数の学習集団を生かした授業改善や個別の教育課題の解決に取り組みます。 

○ 学校と県民の協働による地域に開かれた信頼される学校づくりを更に推進するため、保護者や地域

住民が学校運営に参画し、教育活動を支援する信州型コミュニティスクールを推進します。 

○ 急速な少子化・過疎化の進行による児童・生徒数の減少、学校の小規模化により、人間関係形成力

の育成や学校運営の活性化等が課題となっています。こうした、子どもたちの教育条件をより良いも

のにするため、集団で学び合える環境づくりや地域に根ざした魅力ある学校づくりを通じて学校教育

の活力の維持向上を図ります。 

○ 新たに学力向上担当指導主事を配置し、学力に関する実態分析や県内外の先進的な学力向上策の情

報収集などを行い、小中学校の学力が向上するよう、取組を強化します。 

 

【教育環境の維持改善】 

○ 平成21年６月に策定した「第１期長野県高等学校再編計画」に基づき、「魅力ある高校づくり」と

「高校の規模と配置の適正化」を着実に推進します。また、更なる少子化や社会情勢の変化を踏まえ、

今後の高等学校の将来像について引き続き検討します。 

○ 県立学校の耐震改修工事や大規模改修・改築を計画的に実施し、教育環境の改善と安全性の確保を

図ります。 

 

【教育に関わる多様な主体との連携・協力】 

○ 総合教育会議などを通じて知事と教育委員会が共通認識をもち、就学前の教育や特別な配慮を必要

とする子どもへの支援、地域産業を担う人材の育成など、様々な課題解決のため知事部局と一層連携・

協力して施策を推進します。 

○ 教育施策、とりわけ義務教育に係る施策を効果的・効率的に推進するため、市町村教育委員会と意

見交換等を通じて相互に課題を共有するなど、一層連携・協力して取り組みます。 

○ 長野県全体の教育力を高めるため、学校、家庭、地域、企業、民間団体など、教育に係る多様な主

体が連携・協働して取り組む体制づくりを推進します。 

また、教育を巡る環境が大きく変化する中、様々な教育課題に対応していくため、教育に関わる多

様な主体と一層連携・協力して教育施策を推進します。 
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H25 H26 H27H27H27H27 H28
目標
（H29）

目安値 90.7% 91.0% 91.3%91.3%91.3%91.3% 91.6% 92.0%

実績値
90.4%
（H23）

90.7%

目安値 86.5% 87.3% 88.2%88.2%88.2%88.2% 89.1% 90.0%

実績値
85.7%
（H23）

86.6%

目安値 76.2% 77.2% 78.1%78.1%78.1%78.1% 79.1% 80.0%

実績値
75.3%
（H24）

76.5%

目安値 62.4% 63.1% 63.7%63.7%63.7%63.7% 64.4% 65.0%

実績値
61.8%
（H24）

64.7% 65.3%

目安値 57.2% 57.9% 58.6%58.6%58.6%58.6% 59.3% 60.0%

実績値
56.5%
（H24）

54.5% 58.1%

目安値 58.4% 58.8% 59.2%59.2%59.2%59.2% 59.6% 60.0%

実績値
58.0%
（H24）

59.7% 59.5%

目安値 54.2% 54.7% 55.1%55.1%55.1%55.1% 55.6% 56.0%

実績値
53.8%
（H24）

52.3% 54.7%

目安値 29位 27位 25位25位25位25位 22位 10位台

実績値
31位
（H22）

29位 27位

目安値 3.0% 30.0% 50.0%50.0%50.0%50.0% 75.0% 100.0%

実績値
0%
（H24）

13.6%

目安値 60.0% 70.0% 80.0%80.0%80.0%80.0% 90.0% 100.0%

実績値
52.2%
（H24）

60.4%

目安値 26.0% 29.0% 33.0%33.0%33.0%33.0% 36.0% 40.0%

実績値
19.8%
（H23）

28.2%

目安値 33.0% 35.0% 36.0%36.0%36.0%36.0% 38.0% 40.0%

実績値
30.0%
（H23）

34.4%

計画期間

「学習したことを実
生活の場面に活用
する力」が全国平均
より高い児童生徒
の割合

全
国
学
力
・
学
習
状
況
調
査

中学校

「基礎的・基本的な
内容の定着度」が
全国平均より高い
児童生徒の割合

達成目標（測定指標）

中学校

小学校

中学校

高等学校

学校満足度

指　標　名 区分 基準値

注２）H26年度の実績値は平成27年３月時点で把握できたものを記載

注１）県総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン）及び第２次県教育振興基本計画に掲げる「教育再生プロジェクト」でめざす

到達点をできるだけわかりやすく示す指標とその目標値として設定

小学校

就業体験活動を実施した生徒数の割
合（高校生）

英語コミュニ
ケーション能
力水準

英語検定３級レベル
（中学生）

英語検定準２級レベル
（高校生）

小学校

全国体力・運動能力、運動習慣等調査
での体力合計点（全国順位）

信州型コミュニティスクールの実施校割
合（小・中学校）



 

- 8 - 

（参考） 

 

 

第２次長野県教育振興基本計画施策体系　（計画の期間：平成２５年度～平成２９年度）

基本
理念

基本
目標

基本施策

(1)確かな学力を伸ばす教育の充実

(2)高校教育の充実

(1)キャリア教育の充実

(2)長野県・地域を学ぶ体験学習

(3)世界につながる力の育成

(4)高等教育の充実

(1)豊かな心を育む教育　

(2)健康づくり・体力の向上

(3)幼児教育の充実

(1)地域と共にある学校づくり

(2)教員の資質能力向上

(3)安全・安心の確保

(4)教育環境の維持改善

(1)いじめ・不登校等悩みを抱える児童生徒の支援

(2)特別支援教育の充実

(3)困難を有する子ども・若者の自立支援

(4)私学教育の振興

(1)学びが循環する社会の創造

(2)子どもの未来づくり

(1)文化芸術の振興

(2)文化財の保護・継承・活用

(3)スポーツの振興

6 学びの成果が生き
る生涯学習の振興

7 潤いと感動をもた
らす文化・スポーツ
の振興

施　策　の　具　体　的　方　向

一
人
ひ
と
り
の
学
び
が
生
き
る
教
育
立
県

「
信
州

」
の
創
造

　
　
知
・
徳
・
体
が
調
和
し

、
社
会
的
に
自
立
し
た
人
間
の
育
成

1 未来を切り拓く学
力の育成

2 信州に根ざし世界
に通じる人材の育成

3 豊かな心と健やか
な身体の育成

4 安全・安心・信頼
の学校づくり

多
様
性
を
認
め

、

共
に
生
き
る
社
会

の
実
現

5 すべての子どもの
学びを保障する支援

社
会
全
体
で
共
に
育
み

共
に
学
ぶ
教
育
の
推
進



教育委員会と連携して進める教育委員会と連携して進める教育委員会と連携して進める教育委員会と連携して進める施策の重要テーマ施策の重要テーマ施策の重要テーマ施策の重要テーマ    

 

長 野 県 

 

１１１１        特別な配慮を必要とする子ども若者の支援のあり方特別な配慮を必要とする子ども若者の支援のあり方特別な配慮を必要とする子ども若者の支援のあり方特別な配慮を必要とする子ども若者の支援のあり方    

基本施策（１）様々な困難を抱える子どもや家庭への支援 

（２）子ども一人ひとりの個性や能力を伸ばす教育の充実 

 

個別施策 ① 子どもの貧困対策の推進（Ｈ27 年度中に個別計画策定） 

② 発達障がいの子ども若者支援 

（困難を有する子ども・若者の自立支援への公的支援のあり方検討） 

③ 不登校や高校中退、ニート、ひきこもり等の子ども若者支援（同上） 

④ いじめ・虐待の防止及び児童生徒のケアと家庭支援 

（長野県子ども支援センターの運営） 

⑤ 外国籍児童生徒への支援（長野県多文化共生推進指針の推進） 

 

 

２２２２        幼児期から学童期における就学前教育と学校教育の連携幼児期から学童期における就学前教育と学校教育の連携幼児期から学童期における就学前教育と学校教育の連携幼児期から学童期における就学前教育と学校教育の連携    

個別施策 ① 保育・幼児教育の充実（信州型自然保育等の新たな取組推進） 

② 幼保小連携の推進 

 

 

３３３３    人口減少社会への対応人口減少社会への対応人口減少社会への対応人口減少社会への対応 

個別施策 ① 保育及び幼児教育環境の充実による移住交流支援 

② 「信州教育」の確立による地域教育力の向上 

（信州型コミュニティースクールの推進ほか）  

③ 市町村や地域と連携した統廃合後の学校施設の利用等による地域活性化 

④ 少人数教育の充実と放課後の子どもの居場所づくり支援 

 

 

４４４４    グローバル人材育成と国際理解教育の推進グローバル人材育成と国際理解教育の推進グローバル人材育成と国際理解教育の推進グローバル人材育成と国際理解教育の推進    

個別施策 ① 新県立４年制大学設立準備 

② 大学・地域連携推進 

 

 

資料３－２ 



「子どもの貧困対策」の方向性について「子どもの貧困対策」の方向性について「子どもの貧困対策」の方向性について「子どもの貧困対策」の方向性について

現状と課題現状と課題現状と課題現状と課題 施策体系・方向性施策体系・方向性施策体系・方向性施策体系・方向性

長野県

低所得世帯における低所得世帯における低所得世帯における低所得世帯における

子育て・教育子育て・教育子育て・教育子育て・教育の経済的負担の経済的負担の経済的負担の経済的負担
・さらに軽減を望む低所得世帯が多

い。

・特に低所得の多子世帯で子どもが困

難な状況に置かれている例が多く見ら

れる。

・給付型の奨学金など、大学等の高等

教育への支援を求める意見が多い。

世帯の経済力による世帯の経済力による世帯の経済力による世帯の経済力による

「学力格差」「学力格差」「学力格差」「学力格差」
・学習塾等に通える子どもたちとの学

力差が指摘されている。

・貧困の連鎖の解消のため、学習支援

に取り組むべきという意見が多い。

・学ぶ力の基礎を作るため、質の高い

保育・幼児教育が受けられる環境づく

りが不可欠。

子育てに伴う経済的負担の軽減子育てに伴う経済的負担の軽減子育てに伴う経済的負担の軽減子育てに伴う経済的負担の軽減
・多子・低所得世帯の第３子以降保育料無料化

・市町村ごとの子育て支援施策の拡充

教育費負担の軽減教育費負担の軽減教育費負担の軽減教育費負担の軽減
・県内大学進学者、高校生への給付型奨学金

・高校授業料等の負担軽減、修学を支える給付・貸与

低所得世帯の子どもへの学習支援低所得世帯の子どもへの学習支援低所得世帯の子どもへの学習支援低所得世帯の子どもへの学習支援
・学校による取組・・・家庭学習・補充学習の支援

・地域からの取組・・・「学習支援ボランティア」の活用

保育・幼児教育の質の向上保育・幼児教育の質の向上保育・幼児教育の質の向上保育・幼児教育の質の向上
・保育士人材の確保・育成、保育の質の向上の支援

・信州型自然保育など信州の特徴を生かした取組

子育て・教育に伴う経済的負担の軽減子育て・教育に伴う経済的負担の軽減子育て・教育に伴う経済的負担の軽減子育て・教育に伴う経済的負担の軽減

貧困の連鎖を断つ「学ぶ力」づくり貧困の連鎖を断つ「学ぶ力」づくり貧困の連鎖を断つ「学ぶ力」づくり貧困の連鎖を断つ「学ぶ力」づくり

自立・就労が困難な事情を抱え自立・就労が困難な事情を抱え自立・就労が困難な事情を抱え自立・就労が困難な事情を抱え

る子育て家庭る子育て家庭る子育て家庭る子育て家庭
・パーソナル・サポートについては、よ

り身近に相談できる体制が必要。

・家計管理に問題があり、子どもたち

に影響が生じているケースが見られ

る。

・子育て女性に就活の方法や支援

サービスの知識がなく、就労に結びつ

いていない例が多い。

・ひとり親家庭は、長時間労働によら

ずにより高い収入を得られるようにす

る必要性が高い。

・生活困窮世帯でも子どもたちが健や

かに成長できるような支援が必要。

被措置児童や貧困による困難を被措置児童や貧困による困難を被措置児童や貧困による困難を被措置児童や貧困による困難を

抱える子どもたち抱える子どもたち抱える子どもたち抱える子どもたち
・施設入所児童が、自立や学力向上

に向けた意欲を持てるような養育環境

が望ましい。

・貧困の状態にある子どもたちは人権

侵害を受けるリスクが相対的に高い。

・苦しむ子どもたちを把握し、福祉につ

なぐ対応が不可欠。

里親など家庭的養護の拡充里親など家庭的養護の拡充里親など家庭的養護の拡充里親など家庭的養護の拡充
・里親委託等推進員の配置拡大

・里親制度の啓発、登録希望者の拡大

貧困による困難を抱える子どもの支援貧困による困難を抱える子どもの支援貧困による困難を抱える子どもの支援貧困による困難を抱える子どもの支援
・子ども支援センターによる貧困問題への対応

・学校から福祉へつなぐ仕組みの充実

信州パーソナル・サポートの体制の確立信州パーソナル・サポートの体制の確立信州パーソナル・サポートの体制の確立信州パーソナル・サポートの体制の確立
・センターの設置数の大幅な拡大

・自立相談に加え、家計相談など支援の拡充

育児と両立できる就労と生活の支援育児と両立できる就労と生活の支援育児と両立できる就労と生活の支援育児と両立できる就労と生活の支援
・子育て女性の就労支援策の拡充

・ひとり親の資格取得等に対する支援

健やかな育ちを支える環境づくり健やかな育ちを支える環境づくり健やかな育ちを支える環境づくり健やかな育ちを支える環境づくり
・放課後の居場所づくりの推進

・経済的給付、住宅の確保、食育等による育ちの支援

家庭的養護と子ども支援の推進家庭的養護と子ども支援の推進家庭的養護と子ども支援の推進家庭的養護と子ども支援の推進

保護者の自立・就労支援と養育環境の整備保護者の自立・就労支援と養育環境の整備保護者の自立・就労支援と養育環境の整備保護者の自立・就労支援と養育環境の整備

「ながの子ども・子育て応援総合計画」（H27～29）

・生活困窮世帯でも子どもたちが健や

かに成長できるような支援が必要。
・経済的給付、住宅の確保、食育等による育ちの支援



（参考）

子どもの貧困対策に関するデータ子どもの貧困対策に関するデータ子どもの貧困対策に関するデータ子どもの貧困対策に関するデータ

生活保護率の推移生活保護率の推移生活保護率の推移生活保護率の推移

（人口（人口（人口（人口1,0001,0001,0001,000人当たり受給者数）人当たり受給者数）人当たり受給者数）人当たり受給者数）

17.0 

5.4
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央値の半分で、平成24年は122万円（名目値）



 

子どもの貧困対策に係る県計画の策定について 

県民文化部 

 

１ 経 緯 

(1) 子どもの貧困対策推進法（H25.6 制定） 

   国の大綱（H26.8 決定）を勘案して、都道府県計画策定（努力義務）    

(2) 「ながの子ども・子育て応援総合計画」（H27.3 改定）に、子どもの貧困対策の方 

向性を記載 

(3) H27 に実態調査を行い、より詳細な貧困対策に特化した計画を策定 

 

２ 平成 27 年度実施事項 

(1) 実態調査（案） 

  〇 ひとり親家庭実態調査 

  〇 児童養護施設入所児童、里親等委託児童の意向調査    

  〇 福祉事務所、児童相談所、市町村、福祉団体等からの聞き取り調査 

 

(2) 計画策定 

〇 平成 26 年度に設置した庁内ワーキングチーム※を引き続き開催して検討 

（※ 座長 こども・若者担当部長、県民文化部、健康福祉部、産業労働部、教育委員会（教育 

政策課、義務教育課、高校教育課、教学指導課、文化財・生涯学習課）で構成） 

〇 「子ども支援委員会」（子ども支援条例（H26.7 制定））の委員からの助言 

〇 教育委員会との意見交換 

 

３ 計画策定のスケジュール 
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